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1. はじめに 

1.1 研究の背景 

2013 年 12 月，首都高速道路は開通から 50 年が経過

し老朽化が進み，大規模更新計画が公表された．一方，

日本橋川上の高架道路による日本橋周辺の景観への悪

影響について議論が度々なされてきた 1)．2017 年 7 月，

日本橋地区の景観向上及び魅力向上に寄与する首都高

速道路竹橋・江戸橋 JCT付近の地下化計画 2)が発表され

た．同計画では地下化の費用が示されている一方，そ

の経済効果や周辺地域に与える影響については示され

ていない． 

 そこで本研究では，日本橋上空の首都高速道路の地

下化・撤去が周辺地域の社会経済に及ぼす影響を推計

し，日本橋地区における首都高速道路のあり方を検討

することを目的とする． 

 

2. 地下化・撤去・更新の影響 

2.1 各施策の影響比較 

地下化と撤去と更新の比較を表－1 に示す． 

 

表－1 地下化・撤去・更新の影響比較 
 費用（億円） 交通への影響 景観 

地下化 3,200     なし 〇 

撤去 470     あり 〇 

更新 1,412     なし × 

 

2.2 地下化・撤去による影響の仮定 

高架道路の地下化は景観の向上，快適性と来街者の

変化もたらし，周辺施設の売り上げに影響を与えると

ともに，地価を上昇させると考えられる． 

撤去した場合には、地下化の場合と同様の影響があ

る一方で、周辺の道路渋滞を誘発し騒音・排気ガス・

事故リスクの増加や地価の下落をもたらす可能性があ

る．地下化・撤去の影響フローを図－１に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 地下化・撤去の影響フロー 

3. 来街者数・商業売上高推計モデルの構築 

3.1 モデルの定式化 

来街者数推計モデルを(1)式,商業売上高推計モデル

を(2)式に示す. 

𝐂 = 𝐘𝛃𝒄 + 𝛆𝒄                                     (1) 

𝐒 = 𝐙𝛃𝒔 + 𝛆𝒔                                     (2) 
C は n×1 の来街者数ベクトル，Y は n×k の説明変

数行列，βcは k×1 のパラメータベクトル,εcは n×1 の

誤差項のベクトルを表す. S は n×1 の商業売り上げベ

クトル，Z は n×k の説明変数行列，βs は k×1 のパラメ

ータベクトル,εs は n×1 の誤差項のベクトルを表す. 

 

3.2 パラメータ推定 

パラメータ推定は日本橋が位置する中央区に地域特

性が似た千代田区，港区を加えた都心 3 区を対象とし,

近年のクロスセクションデータを用いて OLS により行

う.来街者数のデータは平成 27 年度道路交通センサス

一般交通量調査の歩行者数,商業売上高のデータは平

成 26 年経済産業省商業統計 500m メッシュ小売業年間

販売額を用いる．来街者数・商業売上高のそれぞれの

推計結果を表－2,表－3 に示す． 

Y₁は事務所数，Y₂は最寄り駅の改札までの距離，Y₃は
0～150m 以内に高架道路がある場合は 1，ない場合は 0
とする0～150m高架道路ダミーを表す．Z₁は従業者数，

Z₂は歩道幅員，Z₃は 0～100m 以内に高架道路がある場

合は 1，ない場合は 0 とする 0～100m 高架道路ダミー

を表す． 

 

表－2 来街者数の推定結果 
定数項 Y₁ Y₂ Y₃ 

9.6468 
(37.50***) 

0.0031 
(2.232**) 

-0.0024 
(-5.105***) 

-0.3885 
(-1.381*) 

R2=0.6838 サンプル数=24 

 

表－3 商業売上高の推定結果 
定数項 Z₁ Z₂ Z₃ 

5.4223 
(13.27***) 

0.0005 
(7.032***) 

0.3161  
(3.550***) 

-0.5980 
(-1.912***) 

R2=0.8806 サンプル数=17 

 

 

4. 地価への影響評価モデルの構築 

4.1 推計モデルの概要 

 本研究では地価の推計に通常の線形回帰モデル
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(BM)に加えて地価データの空間的自己相関を考慮し

た空間計量経済モデル 3)4)(SEM，SLM)を用いて地価の

推計を行い，より現況再現性が高いと判断されるもの

を採用する． 

 

4.2 モデルの定式化 

地価の推計式を(3)～(8)式に示す． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，yはn×1単位面積当たりの地価のベクトル，

X は n×k の説明変数行列，β は k×1 のパラメータベク

トル，ε は n×1 の空間的自己相関のある誤差項のベク

トル，μ は n×1 の空間的自己相関のない誤差項のベク

トル，ρ,λ は空間パラメータ，Ｗは空間重み行列,Ｗ*は

行基準化されたＷ，wijはＷの成分である． 

 

4.3 パラメータ推定 

BM は OLS，SEM,SLM は ML にて推定する． 

対象地域は日本橋が位置する中央区に地域特性が似

た千代田区，港区を加えた都心 3 区とする．使用する

地価データは平成 30 年度の公示地価，都道府県地価を

用いて推定する．また日本橋周辺は商業地域に分類さ

れるため同じく商業地域に限定したサンプルを使用す

る．推定に用いた説明変数は,X1 は地積,X2 は間口,X3

は奥行,X4 は地上,X5 は地下,X6 の前面道路幅員につい

ては高架道路がある道路幅に条件を合わせるため，東

京都の首都高速道路の最小幅員より 14.6m 以上のサン

プルに限定する．X7は最寄り駅までの道路距離,X8 は建

ぺい率,X9は容積率,X10 は 0～50m 以内に高架道路があ

る場合は 1,ない場合は 0 とする 0～50m 高架道路ダミ

ー,X11 は Z3 と同様,X12 は Y3 と同様である。また X13～

X16 については銀座,中央区,千代田区,港区の地域内な

ら 1，地域外なら 0 を示すダミー変数とする．X17 は来

街者数の推計値,X18 は商業売上高の推計値である.各モ

デルの AIC を表－4 に示す．本研究では AIC が一番小

さい SLM を採用する．SLM の推定結果を表－5 に示す. 

 

表－4 各推定結果の AIC 
モデル BM(OLS) SLM(ML) SEM(ML) 

AIC 182.63 127.95 144.14 

 

表－5 SLMの推定結果 
定数項 X5 X6 X7 X9 

5.817 
(6.502***) 

0.168 
(5.403***) 

0.0125 
(3.441***) 

-0.0008 
(-4.293***) 

0.0012 
(4.178***) 

X12 X13 X14 X18 ρ 
-0.182 

(-2.464***) 
0.604 

(3.711***) 
-0.223 

(-3.250***) 
5.177e-06 

(2.767***) 0.54 
サンプル数=137 

 

 

5. シミュレーション分析 

5.1 概要 

 神田橋 JCT～江戸橋 JCT 区間が地下化されたときの

シミュレーション分析を行う．対象地域は各推計モデ

ルに採用された説明変数より,来街者数と地価は地下

化される神田橋 JCT～江戸橋 JCT 区間の高架道路から

150mにかかる地域,商業売上高は100mにかかる地域と

する． 

 

5.2 来街者数・商業売上高への影響分析 

 それぞれの施策による変化を推計する．施策により,

日本橋周辺各街路の来街者が約 3,860 人増加,商業売上

高が約 1,406 億円増加する結果となった. 

 

5.3 地価への影響分析  

各モデル（BM，SLM）を用いた便益の推計結果を表

-6 に示す．また BM は説明変数として採用されている

商業売上高を高架道路からの距離ごとに変化させた推

計値を用いることとする. 
 

表－6 各モデルの便益 

モデル BM SLM 

便益（億円） 3,304 5,214 

 

6. まとめ 

本研究では,日本橋上空の首都高速道路の地下化・撤

去が周辺地域の地価,来街者数,商業売上高に及ぼす影

響を分析した.地価への影響については通常の線形モ

デルに加え,空間計量経済モデル(SEM,SLM)を用いた.

分析の結果,地下化の事業費用を超える便益が推計さ

れ,地下化が社会的に有意義であることが示唆された. 
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